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技術解説

1. はじめに

　エネルギー分野での鋼材開発状況について記述する。な

お，エネルギー分野は裾野が広いため，ここでは，化石エ

ネルギーの開発に対応した鋼材および発電用鋼材の開発状

況を述べる。さらに新エネルギー分野の１つである風力発

電用鋼の動向についても触れる。最後に，エネルギー鋼材

の今後の展望について述べる。

2. エネルギー分野における鋼材開発の取り組み
状況

2.1 エネルギー用鋼の動向

　化石燃料である石油，石炭，天然ガスはエネルギー資源

の大部分を占めるため，これらを合理的なコストで生産，

輸送することは極めて重要である。とりわけ，原油，天然

ガスの生産，輸送には高機能を有する鋼材が必須である。

　原油，ガスを地下の貯留層から生産するために使用され

るのが油井用鋼管である（油井，ガス井ともまとめて油井

と呼ぶことにする）。地下１万mに近い大深度油田，高温，

高圧，酸性ガスに富む腐食環境の油田，数千mの深海油

田，屈曲の大きい水平坑井などの厳しい条件下で使用する

ため，高強度，高圧潰性，耐サワー特性，耐食性を備えた

各種の高機能油井用鋼管が開発され使用されている。ま

た，海底油田開発のためには，海洋構造物（プラット

フォーム）が設置される。海洋構造物は可燃性物質の処理

等を行うために厳格な安全性が要求され，これには溶接熱

影響部（HAZ：Heat Affected Zone）の靭性に優れた厚鋼板

が使用されている。近年では，低温海域の開発が多く，低

温靭性に優れた海洋構造物用鋼の開発が精力的に進められ

ている。

　油田で生産された原油，ガスをパイプラインにて輸送す

るために使用される鋼管がラインパイプである。ガス生産

地は消費地から数千kmも離れている場合があり，また，

世界的には天然ガスの90％がパイプラインで輸送される

ために，輸送コスト削減可能なラインパイプの安定供給が

重要である。このために，高圧輸送，深海，湿潤硫化水素

環境，その他厳しい条件でも使用可能なラインパイプ用鋼

が開発，製造されている。一方，日本では海洋輸送の利便

性から，これまでは天然ガスは液化ガス（LNG：Liquefied

Natural Gas）として輸入されている。世界的にもLNGと

して輸送される天然ガスは増加する傾向にある。この分野

で使用される鋼材としては，LNGタンク用鋼があり，極

低温でも高靭性を有する9％Ni鋼が広く用いられている。

最近では，9％Ni鋼のさらなる高性能化に加えて，高価な

合金元素であるNiを減らす取り組みを行なっている。

　火力発電，原子力発電，水力発電等でも発電プラント用

鋼の高性能化を鋭意進めており，優れた高温強度を有する

鋼材の開発，重油やバイオマスを燃料とするボイラー向け

の耐食鋼材の開発，ダム発電容量の大型化を支えるための

鋼材の厚手化，高強度化，高靭化を検討している。

2.2 商品開発

2.2.1 高機能鋼管

（1）油井用鋼管

　油井用鋼管には，直径2－3／8～20インチのシームレス

鋼管，電縫鋼管が使用される。苛酷な使用環境下での高い

安全性を目指して高強度，高耐食性，ねじ継手を含めた商

品が開発されてきた。新日本製鐵ではシームレス鋼管とし

て，高強度耐サワー1)，高耐食13Cr油井用鋼管2)，高トル

ク高気密ねじ継手3)，環境に配慮したドープフリーねじ継

手4)など高機能，環境負荷低減商品を開発してきた。電縫

鋼管としては，熱間圧延でのTMCP（Thermo Mechanical

Control Process）技術，電縫溶接制御技術を駆使し，高圧

潰油井用鋼管の開発を進めてきた。2001年の輸出用シー

ムレス鋼管事業撤退後は，電縫鋼管の特長を活かした商品

を重点的に開発，生産し，積極的な市場投入を進めている。

高強度化に関しては，C95グレードまで製造可能とした。

　高機能化の一例としては，油井中で拡管作業にも耐えう
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る鋼管（Expandable Tubular）が挙げられる。本鋼管を用

いた掘削技術は掘削に伴うコストを大幅に削減でき，油井

設計に大幅な自由度を持たせることができるなど，今後の

拡大適用が見込まれる。図１に示すように偏肉率が小さく

（肉厚の均一性が高い），材料のn値（加工硬化率）が高い

ほど，拡管率を上げることが可能5)となる。偏肉率が小さ

い電縫鋼管の特長を生かし，当社の材料技術を組み合わせ

たExpandable油井用鋼管を開発，製造している。さらに，

拡管後の圧潰特性を予測できる技術を取り入れたソリュー

ション提案も行い6)，Expandable油井用鋼管の拡販を目指

している。

（2）UOEラインパイプ

（ i ）  高圧輸送用ラインパイプ

　ガス輸送は内圧を高めることで輸送量を増やせるため，

高圧輸送が指向される。高圧化を達成するには，板厚の増

加と鋼管の高強度化が有効となる。これらの要求に応える

のが，API（American Petroleum Institute）グレードX120，

X100といった超高強度ラインパイプ，または極厚X80で

ある。図２にこれまでのラインパイプの要求特性の変遷を

示す。高強度化，極低温化に加えて，複合特性がラインパ

イプに要求されている。X120 は最大の石油メジャー

ExxonMobil社と1995～2005年に共同研究を行って開発し

た最高強度のラインパイプであり，2007年には，API規格

に登録された。必要な低温靭性，良好な現地溶接性を兼ね

備えたX120の強度をTMCPままでかつ合理的なコストで

実現するために，B添加の低Cベイナイト組織を採用し

た。B添加は焼入れ性を大きく向上させ，少ない合金元素

で高強度が得られるものの，TMCPで安定して製造するた

めの高い技術力が必要である。特に，現地溶接性を損なう

としてラインパイプへの添加が規格上制限されていたため

に，実際の適用には大きなハードルがあった。

　そこで，当社の解析技術を駆使してBを安定的に使用す

る技術を確立し，ExxonMobil社の承認を得てB添加鋼が

採用された7)。X120の開発は，UOE成形技術やシーム溶

接技術においても大きな技術開発を必要とした大プロジェ

クトであった 8)。最終的に少量商業生産試験を経て，

ExxonMobil社が1.6kmにもおよぶ敷設試験を2004年の厳

冬期に北部カナダにて実施した（図３）。この時，従来グ

レードと同等な敷設能率と溶接部品質が得られることが証

明された。この敷設したX120鋼管は，パイプラインの一

部として現在使用されている。X100は，当初高強度ライ

ンパイプとして開発が進められ9, 10)，その後，ひずみ設計

パイプラインに適用可能な高変形能ラインパイプとして完

成した11)。CLC-μ（Continuous on Line Control Process-μ）

の高精度冷却（自在冷却技術）を駆使して組織制御を行

い，高強度で且つ高い変形性能を実現した。X100は2007

年カナダのパイプラインの一部５kmに適用された。

　極厚X80は，ラインパイプに必須である高速延性破壊停

止特性の確保が難しい。化学成分の最適化とTMCPの最適

化，特にCLC-μでの高精度冷却を駆使して直径56インチ，

板厚27.7mmのX80を開発した12)。この鋼管がロシアでの

フルスケールバースト試験に供され，高速延性き裂を短距

離（12m以内）で停止させることが証明された。

（ ii ）  深海用ラインパイプ

　メキシコ湾，黒海，地中海など2 000mを超える深海に

敷設されるパイプラインでは圧潰が重要な設計因子とな

る。大径ラインパイプでは，圧潰試験の実施が難しく，小

型試験で圧潰値を推定する方法が一般的であったが，予測

精度に課題があった。新日本製鐵では，大規模な圧潰試験

図１ 正常に拡管できる偏肉率と加工硬化係数（22%：現行
工法の最大拡管率，28%：将来工法の最大拡管率）

図２　ラインパイプの要求特性の変遷

図３　X120ラインパイプの敷設写真
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とFEA（Finite Element Analysis）を駆使して，小型試験か

ら圧潰値を精度良く推定する技術を確立した13)。材料開発

としては，Moの含有とTMCPでの低温停止を指向するこ

とでひずみ時効をより積極的に利用する設計手法を提供し

た。この技術を用いて，圧潰強度の高いラインパイプを開

発した。その成果として，MEDGAZプロジェクト（アル

ジェリア～スペイン）に当社の高圧潰ラインパイプを適用

することができた。

（ iii ）  耐サワー用ラインパイプ

　湿潤硫化水素（サワー）ガスを含有する流体を輸送する

ラインパイプには，水素誘起割れ（HIC：Hydrogen Induced

Cracking）が発生することがある。HICの発生を抑制した

耐サワーラインパイプでは，高品質な連続鋳造スラブを素

材とし，TMCP で組織制御された鋼板が必要とされる。

HICの起点となる延伸硫化物の生成発生を抑えるためにS

量を10ppm未満に抑え，Ca添加による硫化物の形態制御，

偏析の軽減などを実現するための製鋼技術が開発された14)。

すなわち，耐サワーラインパイプの製造が非金属介在物や

中心偏析の制御という製鋼技術を大きく進歩させた。現在

ではAPIグレードX70までの耐サワーUOEラインパイプ

の製造が可能である。また，電縫鋼管においても最も高品

質を要求される耐サワー海底パイプライン用APIグレード

X65が製造されている。

（ iv ）  ひずみ設計用ラインパイプ

　不連続永久凍土，地滑り，断層などの地盤変動が起きや

すい地域ではパイプラインが塑性変形するため，円周溶接

部からの破壊や，管体での座屈を抑えるようなパイプライ

ンの設計が必要である。このようなパイプラインの設計を

ひずみ設計（SBD：Strain-Based Design）と呼ぶ。SBDで

は，プロジェクト毎に決定される要求ひずみ内で，溶接部

からの破壊および管体からの座屈をさせない設計としなけ

ればならない。円周溶接部からの破壊を防止するための重

要な設計は，円周溶接金属と鋼管長手方向の強度のオー

バーマッチングである。通常，鋼管は防食を目的とした加

熱塗装を実施するので，ひずみ時効による鋼管強度の上昇

を抑える必要がある。鋼管強度の下限値は，必要グレード

の最小強度であり，上限値は，現地溶接金属強度の最小値

未満の値となり，狭レンジの強度を満足するような鋼管の

製造法を検討しなければならない。

　一方，曲げ変形時に鋼管の座屈性能を向上させるには，

鋼管の高一様伸び化かつ低降伏比化が基本となる15)。新日

本製鐵では，高変形能確保のために，加工硬化能に優れた

フェライト（軟質組織）とベイナイト（硬質組織）の複合

組織を適用した16)。さらに，変形能が要求される場所は，

極寒地域が多いため，－40℃のような低温靭性を保証す

ることを目的として，平均粒径５μm以下（ASTM法）の

微細複合組織を基本とした極低温用高変形能鋼管（Super

Tough-Ace）を開発した17, 18)。Super Tough-Ace鋼管として

は，APIグレードX60からX100までの鋼管製造を確立し

た。例えば，降伏比88％以下，一様伸び８％以上かつ－40

℃の極低温の低温靭性を保証するX60グレードの鋼管を開

発し，2009年ロシア向けに1.7万トン製造した17)。また，

カナダでX100低温用高変形能鋼管を５km敷設した11)。

　天然ガスを輸送するパイプラインの長距離化は今後も確

実であり，それに伴う鋼管の高靭化，高変形能化などの複

合特性化は必須となる。そうした背景の中，Super Tough-

Ace鋼管は今後多くの需要が見込まれるとともに，この鋼

管が適用されることで天然ガスの安定供給につながると考

えられる。

（3）鋼管成形技術およびソリューション技術

　素材の高強度化，厚肉化に伴い従来の鋼管成形技術では

成形能力，製品形状の観点から造管困難な場合があり，新

たな成形技術の開発，成形指標を導出する必要がある。ま

た，鋼管の限界使用性能を評価することでより信頼性の高

い商品を提供する責務がある。

　X120に代表されるUOE造管法による高強度ラインパイ

プの製造では拡管時のシーム溶接割れ，スプリングバック

の増大による形状不良，厚肉材では板エッジの曲がり不足

などがあげられる。これらの課題はスプリングバックを精

度よく予測できる数値解析シミュレーション，実験室レ

ベルでのプレス実験（図４）により成形条件の最適化を行

い19)，安定供給体制を整えた。

　ソリューション技術として，高圧潰が要求される深海用

ラインパイプについて，冷間成形によるバウシンガー効果

を考慮した圧潰強度評価式を導出した。また，不連続永久

凍土地帯に敷設され，曲げ座屈抵抗が要求されるひずみ設

計用ラインパイプについては鋼管自身が有する直交異方性

を考慮できる数値解析技術を構築し，歪み設計技術の信頼

性向上に寄与してきた。

図４　Uプレスの実験シミュレーション（X120）
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2.2.2 高機能厚鋼板

（1）高強度，高靭性海洋構造物用鋼

　石油，天然ガス関連の海洋構造物は，用途（掘削，生産）

や水深等の設置海域の条件により分類できる。水深300m

程度までの海域で使用されるジャケット型（図５）や

ジャッキアップリグ型などの固定型，水深1 000m超の深

海でも使用されるセミサブ型（Semi-Submersible）やTLP型

（Tension Leg Platform）に代表される浮遊型，およびそれら

の中間の揺動型の３形式に分類される。ほぼ全ての形式で

厚鋼板が重要な役割を担っており，造船用鋼板に比べて高

強度，厚手材が多いのが海洋構造物用鋼板の特徴である。

　近年，設置海域が深海化，寒冷化しており，海洋構造物

用鋼板（以下，海構用鋼と記す）には，さらに高い品質と

優れた使用性能が求められている。特に1980年に起きた

北海でのアレキサンダーキーランド号の転覆事故以後，破

壊に対する安全性がさらに重要視されるようになり，破壊

力学に基づいた靱性評価法であるCTOD（Crack Tip Open-

ing Displacement）試験が海構用鋼の評価指標として本格的

に適用された。焼きならしにより製造された従来の海構用

鋼ではCTOD値を満足することが，容易ではなかったた

め，当時日本の鉄鋼メーカー各社が鎬を削って開発してい

たTMCPの適用が試みられた。新日本製鐵では，TMCPの

みならず，鋳造，再加熱，圧延，水冷，焼戻しまでの厚板

製造工程において，一貫プロセスメタラジーの考え方にも

とづいて最適プロセスを検討することにより，世界に先駆

けてTMCPを適用したCTOD保証YP350鋼の開発に成功

し，1984年OsebergIの海洋構造物に適用された。

　さらに構造物の大型化や掘削海域の深海化を背景とした

高強度化ニーズに対応して，新日本製鐵は1990年の北海

Draugenプロジェクト にYP420鋼20)，2000年のチモール

海Bayu Undan プロジェクト にYP460鋼，同年の北海Grane

プロジェクト にYP500鋼21)をそれぞれ世界に先駆けて供

給してきた。加えて石油掘削用ジャッキアップリグの最重

要部材であるレグ（脚）に適用されるラック材としては世

界最大厚となる210mmの－60℃シャルピー仕様800N／

mm2級の極厚高強度鋼22)の開発に成功した。

　このように海構用鋼の高強度化が進む一方で，世界の未

発見ガス資源の約30％が存在するとされる北極海周辺の

氷海域における海洋資源開発が活発化し，極低温でも良好

な特性を示す鋼材が求められた。CTOD値の評価温度は

－10℃が一般的であるが，氷海域向けの鋼材に対しては

さらに低温の－40℃～－60℃で良好なCTOD値が要求さ

れるという極めて厳しいものであった。CTOD値は局所的

な脆化域に支配されるため，溶接熱影響部（HAZ）におけ

る靱性の劣化に対してミクロ組織をいかに制御するかが極

めて重要であり，海構用鋼の開発を通じてHAZの低温靱

性向上に関する重要な研究がなされた。

　1970年代にTiN23)を利用した技術が検討され，1980年代

には，海構用鋼としてTiO鋼24)を新日本製鐵が実用化し

た。TiO鋼では，γ粒内に存在する高温で安定なTi酸化物

から図６に示すように粒内変態フェライト（IGF：Intra-

Granular Ferrite）が多量に生成することにより組織が微細

化するため，安定的に優れたCTOD値が得られた。低温靭

性を考える上では，M-A（Martensite-Austenite Constituent）

の制御が重要であるが，M-Aの形成機構や合金元素の影

響に関する基本的な考え方が明らかとなっている25)。これ

らのHAZ靱性制御技術を駆使して，1990年代に新日本製

鐵では－50℃CTOD保証のYP350鋼26)，YP420鋼27)の開

発に成功した。近年，TiO鋼をさらに発展させたHAZ組織

制御を強化した鋼の実用化が進んでおり，カスピ海北部プ

ロジェクト向けにYP355N／mm2クラス－40℃継手CTOD

保証鋼として2004年に開発された。今後，高強度・厚手

化に加えて，氷海域におけるCTOD保証といった極めて厳

しい環境でも良好な靱性を確保可能な海構用鋼として適用

拡大が期待されている。

（2）LNGタンク用低温用鋼

　LNG（液化天然ガス）タンクの内槽用鋼材には，－160

℃の低温下での耐破壊性能が必要である。世界ではじめ

てLNGタンクの建造，供用が始まった1940年代には，破

壊力学に基づく脆性破壊防止技術が必ずしも十分ではな

く，米国クリーブランドで建造された世界最初のLNGタ

ンクには3.5％Ni鋼が使用され，結果として大規模な火災

をともなう破壊事故が発生した28, 29)。その後 1946 年に
図５ 海洋構造物用鋼を用いた固定型生産プラットフォー

ムの上部構造

図６　Ti酸化物から生成した粒内変態フェライトの例
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International Nickel Co. が開発した 9％Ni 鋼 30, 31)は，

U.S.Steel，INCOとChicago Bridge & Iron Co.の３社による

大がかりな破壊試験32)（“Operation Cryogenics”，1960年）に

よって，応力除去焼鈍が不要であることが証明されて以来

急速に普及した。

　国内では，新日本製鐵はいち早く9％Ni鋼の基礎研究に

着手し，その成果により，1969年に東京ガス（株）根岸工

場のLNGタンクに当時の八幡製鐵が製造した9％Ni鋼が

初めて適用された。その後，1970年代にはLPGタンクの

大規模な破壊事故を契機として9％Ni鋼の安全性に嫌疑が

かけられ，これを払拭するための種々の大型破壊試験が行

われ，1980年代には9％Ni鋼はLNGタンク用材料として

十分な脆性破壊発生および伝播停止性能を有することが示

された33-35)。

　LNGタンクの容量は，1969年の国内最初のタンク容量

4.5万 klから大型化が進み，現在では最大18万 klのもの

が製造されている。これに伴い，最大板厚は容量4.5万kl

で20mmであったものが，８万klで30mm，14万klで40mm，

18万klでは50mm程度となった。この厚手化に対応する

ため，当社は後述する二相域熱処理（L処理36, 37)）を適用

した9％Ni鋼を開発38)し，さらに厚手，高靱性を同時に達

成する鋼材として，Si低減，Mo添加，L処理を適用した

スーパー9％Ni鋼を開発した39)。

　L処理36-38)とは，図７に示すように，従来の焼入れ焼戻

しの間に行う二相域熱処理のことであり，組織の微細化と

安定なオーステナイトの生成により靭性を大きく改善でき

る技術である。これを用いると，高価な合金元素であるNi

を減らすことが可能となり，当社は1970年代に5.5％Ni鋼

（N-TUF CR196）を開発した40)。これは，Niを5.5％に低減

するとともに，Cr，Moを適量添加することで母材，溶接

部の特性を9％Ni鋼と同等とする画期的なものであった。

N-TUF CR196は，エチレンタンク等への適用事例はある

ものの，当時は9％Ni鋼の信頼性すら十分に検証されてい

なかった時期であり，LNG タンクへの適用には至らな

かった。その後，2008年からふたたびNi低減鋼の開発に

着手し，TMCPとL処理を適用して大型のLNGタンクに

も適用可能とした6％Ni鋼を開発41)し，実用化に取り組ん

でいる。

2.2.3 発電用鋼

（1）発電プラント用鋼（鋼管および厚鋼板）

　発電用鋼の分野では，主に化石燃料を用いた発電プラン

トに使用する高温クリープ強度の高い耐熱鋼が求められ

る。特に，1990 年以降では発電効率向上を目的として，

タービン入り口の蒸気温度が600～610℃，圧力が250N／

mm2～300N／mm2と従来に比較して高温高圧の，“超々臨

界圧”条件において使用される配管および同部材の必要性

が高まった。耐熱鋼に求められる特性は他に，低熱膨張

率，耐水蒸気酸化性等がある。これらの複合特性を同時に

満たすべく，フェライト系耐熱鋼として，９％以上のCr

を含有し，高温で安定な微細炭化物または窒化物を分散制

御して高温耐久性の向上を図った鋼材が，米国Oakridge国

立研究所で 1985 年頃に開発された。9Cr-1Mo-Nb-V-N

（ASME Gr.91，耐用温度目安593℃）である。新日本製鐵

はその高温強度向上機構に関する研究42)を通じて耐クリー

プ変形特性の合金設計指針を明らかにし，この設計思想を

さらに発展させて，WとBを添加した9Cr-1.8W-0.5-Mo-

Nb-V-N-B（ Gr.92 耐用温度目安610℃）を東京大学との共

同研究で開発した。

　1995年から2000年にかけて国内プロジェクト（電源開

発との共同研究 Phase II），および米国EPRI（Electric Power

Research Institute）との国際共同研究を通じて規格化と実

缶試験（デンマーク）を進め，国内のプラント（四国，橘

湾１, ２号）に適用された。当該鋼材のクリープ破断強度

は図８に示すように600℃，10万時間で100N／mm2を超

え，フェライト系耐熱鋼として工業用材料では世界一高

い43)。また，より高温に曝される過熱器と呼ばれる部位では

オーステナイト系耐熱鋼 22 .5C r - 20N i - 1 . 5Mo -Nb -N

（TP310MoCbN），18Cr-9Ni-2W-Nb-V-N（TP347W）も開発

し，国内外で適用されている。今後，これら鋼種の適用範

囲拡大を図るとともに，火力発電プラントの炭酸ガス排出

低減および高効率化を目指し，より高温クリープ強度の高

い新材料の開発にも注力していく予定である。

図７　L処理を適用した9%Ni鋼のミクロ組織38) 図８　ASME. Gr.92鋼のクリープ破断曲線
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（2）石油精製用鋼

　原油を各種石油類に精製，変換する石油化学プラントで

は，特に高温となる脱硫反応容器の運転温度が環境対策の

観点から高まり，容器の大型化，厚肉化が1990年代より

著しく進んだ。反応塔の形状に加工できる鋼材の板厚には

限度があるため，材料の高強度化で板厚低減が指向され，

適用温度は発電用プラントに比べて低い（450～500℃）も

のの，低合金鋼の中でも最も耐水素浸食性の優れた

2.25Cr-1Mo鋼の高強度化が必要となり，Vを0.25％添加し

た厚板44)の製造技術開発を確立した。現在も規格の改訂に

伴う高温強度向上研究を継続中である。

（3）耐硫酸・塩酸露点腐食鋼

　ボイラープラントの排煙系統においては，排ガス中の水

分や排ガスと接する材料の表面温度との関連で，高温排ガ

ス中に含まれるガス状の酸性物質（SOX，HCl等）が結露

し，材料を腐食させる現象が生じ，これを酸露点腐食

（Acid Dew Point Corrosion）という。酸露点腐食が問題と

なるのは，たとえば，重油専焼ボイラーや化学プラント加

熱炉の排煙処理装置や熱回収部分である。具体的には，エ

コノマイザー，空気予熱器，集塵器（電気集塵機，バブフィ

ルター），煙道，煙突内筒などである45, 46)。後述するよう

に，最近ではごみ焼却施設などでも，SOX，HCl による酸

露点腐食が生じている47)。

　酸露点腐食環境は，燃焼物によっておおよその分類がで

きる。重油や石炭焚きボイラーでは硫酸露点腐食が生じ

る。LNG 焚きでは S や Cl をほとんど含まないため，い

わゆる水腐食が生じる48)。ごみ焼却施設や再資源化プラン

トでは，硫酸および塩酸露点腐食が生じる47)。

　新日本製鐵では時代のニーズに応じて，各種燃料焚きプ

ラント向けの耐食鋼材を先駆けて開発，商品化してきた。

1960年代以降の高度経済成長期では，重油専焼ボイラー

の硫酸露点腐食対策として，鉄鋼各社で耐硫酸性鋼の開発

が進み，新日本製鐵では COR-TEN 鋼をベースに耐硫酸露

点腐食鋼 S-TEN1を開発，商品化した48-50)。1990年代には，

火力発電所の LNG への燃料転換に伴った水腐食が新たに

問題となり，ガス焚きエアヒータエレメント用耐食冷間圧

延鋼板 51 )や，コンバインドサイクル発電用耐食厚板

WELACC552)を開発，商品化している。

　近年，持続可能な社会，循環型社会の実現に向けて，環

境負荷の低減や資源生産性の向上が強く志向され，その結

果，再資源化の対象物質が急速に多様になっている。対象

物質には焼却灰や廃タイヤなど，塩化物イオンを含む場合

が多い。さらに最近の環境保全技術が急速に進歩したこと

を背景として，ごみ焼却施設や様々な再資源化プラントの

排煙処理設備では塩酸雰囲気による設備の腐食事例が増え

ている。

　2002年10月，ごみ焼却施設や各種リサイクル・再資源

化施設の排煙処理設備で生じる塩酸腐食対策として，新日

本製鐵は新S-TEN1を開発した。図９に80℃における各種

鉄鋼材料の10.5％および１％塩酸中での浸漬試験結果を示

す。新S-TEN1は従来S-TEN1と比較すると特に１％塩酸

中での耐塩酸性が大幅に向上していることがわかる。新

S-TEN1とSUS系を比較すると，高濃度ほど新S-TEN1が

より優れていることがわかる。新S-TEN1は，塩化物イオ

ンを含む酸に強い新たな特長を有するため，用途範囲は従

来の耐硫酸性鋼（硫酸だけの環境に強い）と比較すると一

段と広くなった。塩化物イオンを含む酸が発生する排煙処

理設備や，硫酸や塩酸を貯蔵，輸送する機器などへの応用

が進んでいる。特に再資源化・リサイクル分野での排煙処

理設備では塩酸，塩化物による腐食事例が多く，さまざま

な分野，プラントで適用が進みつつある。

　現在では従来材に代えて開発鋼（新S-TEN1）をS-TEN1

として販売している。本鋼は，省合金ながらも優れた耐塩

酸性を有し，使い勝手，入手性はSS400並というユニーク

な耐食鋼であり，その優れた特性を活かした用途の更なる

広がりが期待されている。

（4）水力発電用水圧鉄管（ペンストック）用鋼

　水力発電用水圧鉄管は，ペンストックとも呼ばれ，ダム

内の水を発電機まで誘導する役割を担っている。ダムの発

電容量の大型化に伴い，水力発電所の水路の落差は大きく

なり，ペンストックの内圧は高く，それに伴い，厚手化，

高強度化が進められてきた。また，近年では電力需要の伸

びとともに，夜間の余剰電力を蓄える目的で建設された揚

水発電所の建設に，特に高強度のペンストック用鋼が適用

されてきた。

　ペンストックに日本で初めて780N／mm2級鋼（HT80）が

適用されたのは，1975年に建設された大平揚水発電所で

あった。さらに，2005年には神流川揚水発電所において，

図９　各種鉄鋼材料の塩酸浸漬試験結果
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日本で初めて950N／mm2級鋼（HT100）が実適用された。ペ

ンストックは，高靭性の厚手・高強度鋼が適用されてきた

代表的な分野である。ペンストックの概要を図10に示す。

　海外では1996年に稼働したHT100を世界で初めて採用

したスイスのクルゾン・ディクソン発電所のペンストック

において2000年に破裂事故が発生している。これは溶接部

の遅れ破壊が原因とされているが，海外では脆性き裂を停

止する能力であるアレスト特性をペンストック用鋼に要求

するという考え方は適用されていないことも被害を大きく

した一因と思われる。

　日本国内のペンストック用鋼の必要特性は，“水門鉄管

技術基準”（水門鉄管協会発行）において，HT80までの要

求特性が明記されている。これは，溶接部からの脆性き裂

発生を防止するとともに，万が一溶接部で脆性き裂が発生

しても，母材で停止することにより二重の安全性を確保し

ようという考えに基づいたものであり，“溶接部は０℃で

脆性破壊が発生しないこと”に加え“母材は０℃で脆性き

裂の伝播を停止すること”を要求している。さらに，日本

溶接協会規格WES3003では脆性破壊発生特性を要求する

G種とアレスト特性を要求するA種が規定されているが，

これらの要求は，脆性破壊発生特性とシャルピー衝撃値の

相関および脆性き裂伝播停止特性（アレスト特性）とシャ

ルピー衝撃値との相関を用いて，シャルピー要求値に換算

されシャルピー衝撃値の要求値が定められている。

　特に鋼板のアレスト特性については，シャルピー衝撃値

の確認のみでなく，しばしばESSO試験を実施してA種相

当のアレスト特性を有することを確認することが要求され

ている。HT100 についても“950N ／ mm2 級高張力鋼

（HT100）の水圧鉄管適用への技術指針”（水門鉄管協会発

行）において，HT80と同様の特性が要求されている。

　新日本製鐵では最大板厚100mmのペンストック用極厚

HT100で，WES3003A種を母材で満足し（図11），溶接部

でWES3003G種を満足する鋼板を開発，実用化し54, 55)，前

述東京電力（株）神流川発電所に初適用され，九州電力

（株）小丸川発電所では分岐部補剛桁（HT100Z）を含めて

採用された。

（5）原子力発電用鋼

　原子力発電に用いられる鋼材は，放射線に直接曝される

蒸気発生器，反応容器等，さらには圧力容器を覆う鋼製格

納容器において使用される厚鋼板がある。蒸気温度は火力

発電プラントに比較して250～350℃程度と低く，腐食環

境に曝されない部位では炭素鋼または低合金鋼を使用す

る。当社はこれまでに 1980 年代から高靭性を有する

SGV480，SPV490等の炭素鋼を開発し，300℃以下で使用

する部材，特に格納容器を中心に提供した実績をもつ。ま

た，1990年代には容器の耐圧性向上と安全裕度向上の観

点から0.5％Moを添加したSQVグレードの高強度鋼56)，さ

らには電子ビーム溶接継手の靱性に優れた620N／mm2級

のSQV2B鋼57)，さらに，TMCP技術を適用した溶接後熱

処理の省略が可能な格納容器用SGV480鋼などを開発し，

実用化してきた。今後は原子力圧力容器に，より一層の安

全性の向上が求められることから，高温強度と靱性に優れ

た鋼材への要求が厳格化することが予想され，高温特性の

みならず，溶接性および耐食性に優れた低合金耐熱鋼への

期待が高まると考えられる。

2.2.4 エネルギー分野における溶接ソリューション

　上述の鋼材が構造物として使用され，社会的価値を発現

するためには母材と同等の性能を有する溶接継手が必須で

ある。ここでは一例として，2.2.1項（2）のラインパイプ，

2.2.2項（1）の高強度，高靭性海洋構造物用鋼，および，

2.2.3項（3）の耐硫酸･塩酸露点腐食鋼の溶接ソリューショ

ンを紹介する。

（1）UOEラインパイプの溶接ソリューション

　パイプライン用の鋼管としては，UOE鋼管および電縫

鋼管がある。これらは何れもシーム部を溶接により接合し

ている。ここでは，その中でより高強度が要求されるAPI

グレードX100以上の高強度UOEラインパイプのシーム溶

図10　ペンストックに適用される厚板の例
（文献 53)を元に作成） 　　　 図11　HT100（100mm厚）のアレスト靭性54)
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接について述べる。

　UOEラインパイプのシーム溶接は，一般に品質と生産

性を考慮して多電極のサブマージアーク溶接が使用され

る。UOEラインパイプのシーム溶接部は鋼管の内面およ

び外面から各々１層づつ溶接する２層溶接により成り立

ち，お互いの溶接金属は中央部で重なっている。

　UOE ラインパイプのシーム溶接金属は母材に対して

オーバーマッチングの強度と低温での高靱性を確保する必

要がある。これらの要求値を満足する溶接金属を設計する

ため，溶接金属の強度と靱性の関係が検討された。図12

は種々の化学組成を持つサブマージアーク溶接金属の引張

強度と－30℃の吸収エネルギーの関係である58)。図12で

は，溶接金属の引張強度が高くなるに従い吸収エネルギー

は低下する傾向が見られる。特に，約1 050N／mm2を超え

ると，ベイナイト主体からマルテンサイトに組織変化しは

じめるため，靱性が劣化する結果も得られており，過剰な

強度は低温靱性の確保を困難とする。そのため，強度の上

限を制限することで溶接金属の組織をベイナイト組織にす

ることが必要になる。又，高強度溶接金属では酸素量が高

いと良好な低温靱性が得られないため溶接金属の酸素量を

200ppm台にして，さらに酸化物形成元素を最適化するこ

とにより微細なベイナイト組織が得られた。その結果，約

1 000N／mm2の引張強度を有する溶接金属でも－30℃で

平均150J程度の高靱性が得られることが判明した。また，

サブマージアーク溶接では溶接時に母材を溶かす量が多く

溶接金属の化学組成は母材の組成にも影響されるため，母

材の組成を考慮する必要がある。そのため，微細なベイナ

イト組織が得られる溶接金属の化学組成が得られる様に，

母材の成分も考慮して新たにサブマージアーク溶接用溶接

材料が開発された。

　この新開発のサブマージアーク溶接用の溶接材料を用い

ることにより，高強度で，且つ，低温靱性の良好なX100お

よびX120UOEラインパイプのシーム溶接部を得ることが

できた58)。

（2）高強度，高靭性海洋構造物用鋼の溶接ソリュー

ション

　高強度，高靭性海洋構造物用厚鋼板では，溶接継手に極

低温靭性保障等の厳格な安全性が求められるだけでなく，

厚鋼板を高能率で溶接施工する必要から，最近では大入熱

溶接も要望されつつある。しかしながら，一般に溶接入熱

が大きくなると粗大な粒界フェライトが生成しやすく59)，

また粒内変態組織であるアシキュラーフェライトも粗大化

する59)ため，溶接金属の靭性確保は困難となる。この課題

克服のため，低C化によるM-A分率の低減，Niを使用し

た高靭性化，B添加による粒界フェライト抑制を組み合わ

せて高靭性化を検討し59)，図13に示すように入熱10kJ／

mmの大入熱サブマージアーク溶接においてもシャルピー

試験吸収エネルギーが－70℃で100Jを上回る高靭性溶接

金属が得られている60)。溶接金属にNiが過剰に含まれる

と高温割れを起こしやすくなるが，ニューラルネットワー

クによる割れ予測計算を行い，溶接金属のNi量を２％程

度に制限することで，高温割れの抑制が図られている60)。

　また，１パスのサブマージアーク溶接の溶接金属におい

てAl量によってアシキュラーフェライトの粒径が変化す

るという報告61)があり，より細粒なアシキュラーフェライ

トで高靭性溶接金属を得るためには，適量のAlが溶接金属

に含有されるほうが好ましいとの指針が示されている61)。

（3）耐硫酸･塩酸露点腐食鋼新S-TEN1の溶接ソ

リューション

　耐硫酸・塩酸露点腐食鋼新S-TEN1の溶接では，母材と

同様の耐食性指針に基づき溶接材料を開発している。一例

として，溶接継手より切出した試験片を80℃，10.5％塩酸

に浸漬した結果を図14に示す62)。新S-TEN1鋼用に新規

図12 サブマージアーク溶接金属の引張強度と靱性の関係
の一例

図13　溶接金属のシャルピー試験結果

図14　塩酸浸漬後の溶接試験片
（10.5%　80℃の塩酸に24時間浸漬）
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開発した専用溶接材料の溶接継手は，溶接金属の選択腐食

が解消され，塩酸環境だけでなく硫酸環境でも母材と同等

の優れた耐食性を示している62)。

3. 新エネルギー用鋼とその将来展望

3.1 新エネルギー用鋼（風力発電用鋼）

　世界的なCO2排出量削減への動きや福島第一原子力発電

所事故に端を発した脱原子力発電の観点から，風力，太陽

光，バイオマスなどの再生可能な新エネルギーへの注目が

高まっている。風力発電はこれまで陸上を中心に導入が進

められてきたが，環境や周辺住民への配慮，さらには設置

場所の減少といった理由から，今後は洋上設置化が進むと

されている。既に欧州の北海，バルト海西部を中心に大規

模洋上ファームの建設が計画されている。

　図15は発電容量３MW級の標準的な洋上風車に用いら

れる鋼材とその重量である63-65)。１基あたり厚板，電磁鋼

板，棒鋼，鋳鉄といった鉄鋼材料が合計1 000トン程度使

用されている。今後，風車は大型化していく傾向にあるた

め，１基あたりの鋼材使用量の増大が見込まれている。

2015年から北海での建設を開始する英国Round３プロジェ

クトでは年間100万トン以上の鋼材需要が期待されている。

　タワーと基礎（モノパイル形式）は厚板の溶接鋼管であ

る。これらはYP355級の鋼材を溶接した単位鋼管を円周

方向に連結して製作されるが，基礎用鋼材はタワー用鋼材

に比べて高い特性が要求される。タワーは板厚40mm以

下，０℃から－20℃程度のシャルピー特性が求められる

のが一般的であるのに対し，基礎では，板厚50～120mm

の厚手材で母材および溶接部でも－40℃シャルピー特性

といった海洋構造物材の中級グレードや造船Fグレード鋼

とほぼ同じ特性が求められる。新日本製鐵では，これら風

力向け用の鋼材を既に提供し始めている。

3.2 将来の大容量高効率発電用鋼

3.2.1 エネルギー需給環境の予想

　社会インフラストラクチャを維持，発展させるためのエ

ネルギーは，主に発電，輸送に使用されるリソースであ

り，現在は主に化石燃料に依っている。日本の発電量の現

状は約１億kWhに達し，そのうち火力発電は60％を占め，

約30％が原子力発電に依存している。発電形態の見直し

が検討されている中，今後は風力，太陽光等の再生可能エ

ネルギーの増加と火力発電への依存が増すものと推定され

る。とりわけ，資源寿命が長く，比較的安価で，かつ資源

産出場所が特定地域に限定されない石炭を燃料とする高効

率火力発電は，CO2分離回収技術との組合せにより，低排

出かつ長時間耐久性の高い発電プラントとしての期待が大

きい。

3.2.2 大容量高効率石炭火力発電用鋼

　石炭火力発電の効率向上はオイルショックに端を発し

て，蒸気温度の高温高圧化を中心として技術の改良が進ん

だ。しかしながら目指す蒸気温度がさらに高温化してくる

と，適用できる鋼材のクリープ強度がネックとなって，蒸

気温度600℃以上を実現するのは困難な状況にある。

　蒸気温度の上昇による高効率操業はCO2排出低減に重要

であるから，その高温化に耐える材料への期待は大きい。

このために，耐熱鋼に添加する各種元素の最適化の研究開

発が進み，中でもCrの最適値が約９％であることが近年

提案されており，その設計思想に加えてW, B等の新たな

強化元素の添加，あるいは初期組織の制御などをもって，

現在650℃以上級の蒸気条件に耐えるフェライト系耐熱鋼

の研究が模索されている。蒸気温度を650℃とすることが

出来れば変換効率が３％向上し，700℃まで耐久出来れば

さらに３％の効率向上が見込まれ，CO2排出量がその分低

減できる。

　一方で650℃以上の温度域はフェライト系耐熱鋼の変態

点に近く，高温の変形抵抗となる因子を組織中に導入して

も効果が限定され，高強度化は非常に難しい。したがっ

て，既存の規格鋼種だけでなく，より高温あるいは長時間

でも強度を維持できる新たな組織制御技術の構築が重要で

あり，経済産業省のプロジェクト等で基礎検討が進んでい

る。すなわち，従来の考え方である初期転位組織の高強度

化と粒内析出強化だけでなく，例えば，粒界を活用して局

所的に析出物を高密度で分散させた組織，あるいは経時変

化の少ない組織の活用など，新しい発想による鋼材の探索

を進めている。

　これら耐熱鋼の研究にはクリープ特性の評価が必須であ

り，極めて長時間の試験が必要となる。長時間の材料寿命

予測技術の高精度化を狙うと共に，開発に要する時間短

縮のために，長時間の特性を見極める強度予測技術も同

時に開発されつつあり，両者を併せた極長時間のクリー

プ特性に優れた材料の研究を通じて，先進超々臨界圧発

電（A-USC：Advanced-Ultra Super Critical steam condition）

の構想への材料の供給を検討中である。図15　洋上風車の鋼材所要と使用される鉄鋼材料63-65)
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